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第４章 災害復旧・復興対策 

被災地の復旧・復興は、住民の意向を尊重しながら市、県が主体的に取り組み、国や関係機関等の協力と適

切な役割分担の下、被災者の生活の再建及び経済の復興、再度災害の防止に配慮した施設の復旧等を図り、よ

り安全性に配慮した地域づくりを目指すとともに、災害により地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、可

能な限り迅速かつ円滑な復旧・復興を図る。 

また、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ、迅速な原状復旧を目指すか、

又は更に災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すかについて早急に検討し、

復旧・復興の基本方向を定め、必要な場合には、これに基づき復興計画を作成する。 

なお、復旧・復興に当たっては、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を

促進する。併せて、要配慮者の参画を促進する。 

第１節 災害復旧対策 

災害復旧対策は、被災した施設の原形復旧に併せて、再度災害の発生を防止するため、必要な施設の設計又

は改良を行うなど将来の災害に備える事業計画を策定し、早期復旧を目標に実施する。 

また、市の復旧・復興対策の組織の設置、職員の確保及び活動については、災害対策本部と調整を図りなが

ら迅速に実施する。 

１ 激甚災害の指定 

（１）基本方針 

迅速かつ的確な被害調査を行い、当該被害が激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

（昭和37年法律第150号）に基づく激甚災害の指定基準に該当し、特別な地方財政援助又は被災者に対する

特別な助成が必要と認められる場合は、政令指定を得るための適切な措置を講ずる。 

（２）市の活動 

ア 市長は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を十分に考慮して被害状況等を調査し、知事に

報告する。 

イ 市長は、激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、県関係各部局に提出する。 

２ 被災施設の復旧等 

（１）被災施設の復旧等 

被災した公共施設の災害復旧は、原形復旧を基本にしつつも、再度災害防止の観点から可能な限り改良

復旧を行うなどの事業計画を速やかに策定し、社会経済活動の早急な回復を図るため迅速に実施する。特

に、地震に伴う地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まっている箇所について、二次的な土砂災害防止

の観点から対策を講ずる。 

また、道路管理者及び上下水道、電力、通信等のインフラ事業者は、道路と生活インフラの連携した復

旧が行えるよう、関係機関との連絡体制の整備・強化を図り、ライフライン、交通輸送等の関係機関は、

復旧に当たり、復旧予定時期を明らかにするよう努める。 

公共施設の復旧事業は、おおむね次の法律等に基づき、迅速かつ円滑に行う。 

ア 農林水産業等施設については、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭

和25年法律第169号）、土地改良法（昭和24年法律第195号）を活用し実施する。 

イ 道路、海岸、河川、港湾、漁港、上水道、下水道、都市公園施設については、公共土木施設災害復旧

事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）により実施する。 

ウ 砂防等施設については、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）、砂防法（明

治30年法律第29号）、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関
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する法律（昭和44年法律第57号）により実施する。 

エ 都市施設（街路、公園、排水路、墓園等）の復旧及び堆積土砂排除事業については、関係機関が緊密

に連携し、都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針により実施

する。 

オ 公営住宅等については、公営住宅法（昭和26年法律第193号）により実施する。 

カ 公立学校施設については、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和28年法律第247号）により実施す

る。 

キ 特定大規模災害その他著しく異常かつ激甚な非常災害として政令で指定する災害が発生し、円滑かつ

迅速な復興が必要な場合は、大規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55号）に基づき、国

に対して災害復旧事業等に係る工事の代行を要請する。 

（２）災害廃棄物の処理 

大規模な地震被害の被災地においては、損壊家屋をはじめとする大量の災害廃棄物が発生することから、

広域的な処分など迅速かつ環境負荷のできるだけ少ない処分方法を検討する。 

ア 市は、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立するとともに、仮置場、最終処分地を確保

し、計画的な収集、運搬及び処分を図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適正な処理を行う。 

イ ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉協議会、ＮＰ

Ｏ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、効率的に災害廃棄物等の搬出を行

う。 

ウ 災害廃棄物処理に当たっては、適切な分別を行うことにより、可能な限りリサイクルに努める。 

エ 災害廃棄物処理に当たっては、復旧・復興計画を考慮に入れつつ計画的に行う。 

また、環境汚染の未然防止又は住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講ずる。 
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第２節 復興計画 

多数の機関が関係し、高度かつ複雑な大規模事業となる被災地域の再建を速やかに実施するため、必要に応

じて復興計画を作成し、関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を進める。 

また、多くの人が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生命の危険に瀕し、地域社会が混乱に

陥る可能性があることから、震災時の人心の安定と社会秩序の維持を図ることを目的に、関係機関の協力を得

ながら被災者の生活支援の措置を講ずる。 

さらに、被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被災者の心の健康の維持を含め、被災

地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築に十分に配慮する。 

なお、この節に定めのない事項については、風水害等対策編第４章第２節「復興計画」による。 

１ 復興計画の作成 

（１）計画の策定 

市長は、必要があると認めたときは、震災復興計画を策定する。 

（２）計画の構成 

計画は、基本方針（ビジョン）と、都市・農山漁村復興、住宅復興、産業復興などからなる分野別復興

計画により構成する。 

（３）計画の基本方針 

計画策定に当たっては、新居浜市長期総合計画及び新居浜市国土強靱化地域計画との調整を図る。 

（４）計画の公表 

計画策定後は、新聞、テレビ、ラジオ等の報道機関を通じ速やかに公表するとともに、臨時刊行物等を

配布するなどにより、住民に周知し、被災地の復興を促進する。 

（５）国・県との調整 

計画策定に当たっては、国や県等との調整を行う。 

（６）大規模災害からの復興に関する法律等の活用 

特定大規模災害が発生した場合は、大規模災害からの復興に関する法律を活用し、復興を推進する。 

市は、復興基本方針及び県復興方針に即して単独で又は県と共同で復興計画を作成し、同計画に基づき

市街地開発事業、土地改良事業等を実施することにより、特定大規模災害によって土地利用の状況が相当

程度変化した地域等における円滑かつ迅速な復興を図る。 

また、市は、復興計画の作成等のために必要がある場合は、関係地方行政機関に対して職員の派遣を要

請し、又は知事に対して職員の派遣のあっせんを求める。 

市及び県は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、他の地方公共団体等に対し、職員の

派遣その他の協力を求める。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求める場合においては、

復旧・復興支援技術職員派遣制度の活用も含めて検討する。 
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第３節 被災者の生活再建支援 

被災者が新たな生活への意欲を持つことに重点を置きながら、市民生活の安定を図るための施策を講じると

ともに、自力による生活再建を支援し、被災地の速やかな復興を図る。 

また、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよう、地域の実情に応じ

た災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対する

きめ細やかな支援を継続的に実施する取組）を実施するほか、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用した

支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

なお、この節に定めのない事項については、風水害等対策編第４章第４節「被災者等に対する支援」による。 

１ 被災者の経済的再建支援 

（１）基本方針 

   被災者が、震災による痛手から速やかに再起し、生活の安定を回復するため、被災者に対して金銭の支

給及び資金の融資等の経済支援を行う。 

（２）市の活動 

ア 罹災証明書の発行 

（ア）調査班（火災の場合は、消防本部）に罹災証明書発行窓口を設置し、被災状況調査を基に希望者に

罹災証明書を遅延なく発行する。 

（イ）罹災証明書調査窓口を設置し、再調査の希望に対応する。 

２ 中小企業を対象とした支援 

（１）基本方針 

被災した中小企業の自立再建を図るため、中小企業を対象とした事業の場の確保及び資金の調達に関す

る支援等を実施する。 

（２）市の活動 

ア 中小企業の被災状況の把握 

県が行う中小企業の被災状況調査に協力する。 

イ 事業の場の確保 

事業の場の確保に関する支援策を必要に応じて、実施する。 

ウ 支援制度・施策の周知 

中小企業を対象とした支援制度・施策を県と連携し周知する。 

３ 農林漁業者を対象とした支援 

（１）基本方針 

被災した農林漁業関連施設の迅速な災害復旧を図り経営・生活の維持・安定を図るため、農林漁業者を

対象とした支援を実施する。 

（２）市の活動 

ア 農林漁業者の被災状況の把握 

農林漁業者の被災状況調査を、県と連携して実施する。 

イ 支援制度・施策の周知 

農林漁業者を対象とした支援制度・施策を、県と連携して周知する。 

 


